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〇新型コロナウイルス、新たな生活様式 

①新型コロナウイルス始め新たな感染症ウイルスリスク等への対応 

1）感染症対策を重視した住まいづくりの事例 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、「新しい生活様式」の実践が求められている。 

・特に「働き方の新しいスタイル」は住生活に大きな影響を及ぼし、人々の様々な住生活・住意識

の変化やそれに伴う新たなニーズが生じている。 

・住まいづくりに関しては、次のような対応がみられる。 

－感染症予防の観点からの空気環境への関心の高まりに対し、全館空調システムの提案がより積

極化 

－在宅の長時間化に伴い、遮音性向上等の住宅性能向上のためのリノベーション提案が増加 

－身近で感染リスクの少ない活動（庭遊び、菜園等）への関心の高まりに対応し、戸建て住宅の

半戸外空間が充実したプランの提案や住宅地近傍での貸し農園等のビジネスが活発化 

－感染拡大防止のためのデイサービス等の利用制限や、地域間移動の自粛等により家族の見守り

が困難になることなどから、高齢者の生活支援のための IoT 機器の開発や活用が加速 

●感染症対策を重視した住まいづくりの配慮点の例 

資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料 
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②新型コロナウイルスを踏まえた新しいライフスタイルや働き方 

2）キーワードのピックアップ 

●公益財団法人 NIRA 総合研究開発機構「ポスト COVID-19 の日本と世界」より抜粋 

＜ライフスタイル・働き方・学び方＞ 

・私にとって、東京に住んで都心で働くという生活は明らかに持続可能ではないということにも、

より確信を深めることができた。私の周囲でも地方や郊外での暮らしに関心を持つ人が顕著に増

えている。どう生きて、どう死ぬか。自分や家族にとっての持続可能なライフスタイルとは。そ

のために、どう働くのか。そんなことを考えるきっかけを、COVID-19 は与えてくれている。（小

野崎耕平 一般社団法人サステナヘルス代表理事） 

・コロナ後の世界に私たちの働き方がどのように変化していくのか（中略）仕事のやり方を変えよ

うと思えば調整費用がかかる。多くの人や組織が調整費用を支払って新しい働き方に移行した。

である以上、この流れを逆行させることは難しいだろう。その一方で（中略）、人々の集積がイ

ノベーションを生むという生産面、多様な商品サービスが入手できるという消費面、その両面で

東京は魅力ある都市であり続けると思われ、人口集中は継続することになるだろう。（川口大司 

東京大学大学院経済学研究科政策評価研究教育センター長） 

・教員よりむしろ学生から「遠隔講義を続けてほしい」という声が大きい。大教室での講義は座っ

た場所によっては黒板・スクリーンが見えづらい、自宅の方が静かで集中しやすいという利点が

指摘された。大学へ来るための移動時間が節約できるメリットは大きい。（中略）「引きこもりの

子供には、遠隔授業が極めて有効であり、今後も続けたい」との発言があった。実際、大学にお

いてもチャットの活用により対面授業に比べて質問がかなり多くなる傾向が多く確認されてい

る。サイバー空間の活用が予見していなかった価値を持つことが認識され、ポストコロナにおい

てのニューノーマルを編み出しつつある。（喜連川優 国立情報学研究所所長/東京大学生産技術

研究所教授） 

＜住宅・住環境＞ 

・持ち家志向の単線型助成とセーフティネットとの組み合わせからなる現在の住宅政策は、もはや

施策として機能しえない。（中略）複数の選択肢を前提とした複線型居住の実現を図るまたとな

い機会である。（中略）家賃補助制度の導入により賃貸住宅の質の改善を追及するべきである。

この機会を逃せば、住まいを含む格差は増大への道を際限なくたどるであろう。（大場茂明 大阪

市立大学大学院文学研究科教授） 

・自宅内での快適な仕事場、家族それぞれの IT 空間、自宅でみんなで楽しめる娯楽や本格的な運

動空間であり、同時に効率としての省エネ化も求められる。自宅周辺の日常生活圏では、ウォー

カビリティーの向上、屋外空間の機能拡充、小さな拠点空間など（中略）気分転換・居場所、運

動・健康づくりなどの機能が求められる。 

 これからの住空間や周辺居住環境、都市の在り方を大きく変えていくものである。人口減少や

衰退化が指摘されてきた郊外住宅地や地方は、テレワークのしやすい住宅地として選択される可

能性がでてきた。今後の生活様式に対応できる適切な住宅機能と居住環境を見直し、地域再生の

きっかけとしていくことが重要である。（室田昌子 東京都市大学環境学部環境創生学科教授） 
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●「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性（論点整理）」R2.8 国土交通省都市局 

の概要（住宅・住環境に関連の深い部分のみ抜粋） 

＜今後の都市政策の方向性＞ 

・大都市は、クリエイティブ人材を惹きつける良質なオフィス、住環境（住宅、オープンス ペ

ース、インターナショナルスクール等）、文化・エンタメ機能等を、郊外、地方都市は、 住む、

働く、憩いといった様々な機能を備えた「地元生活圏の形成」を推進 

・大都市、郊外、地方都市それぞれのメリットを活かして魅力を高めていくことが重要 

   －複数の用途が融合した職住近接に対応するまちづくりを進める必要性。 

   -働く場所・住む場所の選択肢が広がるよう、都市規模の異なる複数の拠点が形成され、

役割分担をしていく形が考えられる。 

・様々なニーズ、変化、リスクに対応できる柔軟性・冗長性を備えた都市が求められる 

・老朽ストックを更新し、ニューノーマルに対応した機能（住宅、サテライトオフィス等）が 提

供されるリニューアルを促進 

・郊外や地方都市でも必要な公共交通サービスが提供されるよう、まちづくりと一体となっ た

総合的な交通戦略を推進 

・自転車を利用しやすい環境の一層の整備が必要 

・街路空間、公園、緑地、都市農地、民間空地などまちに存在する様々な緑や オープンスペー

スを柔軟に活用

・リアルタイムデータ等を活用し、ミクロな空間単位で人の動きを把握して、平時・災害時とも

に過密を避けるよう人の行動を誘導

・避難所の過密を避けるための多様な避難環境の整備 

資料：社会資本整備審議会住宅宅地分科会資料


